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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は、選挙権年齢と成人年齢の18歳への引き下げという法律改正の中で、
これまで以上に市民としての役割が期待される18歳という年齢に着目し、小中学校の教科「社会」と高等学校の
教科「公民」を通して如何にしたら「18歳市民力」を育成できるかについて、教育目標・教育内容・教育方法の
各側面から体系的にアプローチし、系統的・総合的教育課程編成の在り方を明らかにしたことにある。
具体的には、まず、児童生徒への質問紙調査と教師へのインタビュー調査を通して、18歳市民力育成に関する実
態を把握した。次に、資質・能力マップとカリキュラムマップを作成するとともに、それに基づいて授業モデル
を開発した。

研究成果の概要（英文）：The outcome of this research is that we focused on the age of 18, which is 
expected to play an even greater role as a citizen in the context of legal revisions to lower the 
voting age and the age of adulthood to 18, and clarified how we can foster "18-year-old citizenship"
 through  "social studies" in elementary and junior high schools and "civics" in high schools. 
Specifically, first, through a questionnaire survey of students and an interview survey of teachers,
 we ascertained the actual situation regarding the development of 18-year-old citizenship. Next, we 
created a map of qualities and abilities and a curriculum map, as well as developed a teaching 
model. Finally, we clarified the ideal form of systematic and comprehensive curriculum organization 
by systematically approaching each aspect of educational goals, contents, and methods.

研究分野：社会科教育学

キーワード： 18歳市民力　18歳選挙権　18歳成人　社会科　公民科　公民教育　教育課程

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
高等学校に公民科の新科目「公共」が設定され、小学校社会科においても政治教育の役割が強調されている。18
歳選挙権及び成人に対する対応は、社会科と公民科において特に緊急性が求められている。そのような中にあっ
て、本研究で明らかにすることができた18歳市民力育成を巡る現状と課題、さらには、資質・能力マップとカリ
キュラムマップから成る具体的なカリキュラムの提案は、学術的意義の高いものである。研究は学校教育、特に
社会科と公民科という限定的な対象に絞って行われたものであるが、18歳市民を育成することは社会全体の課題
でもあり、そのような意味から、本研究の社会的意義もまた高いものと言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究の着想に至る社会的背景として、18 歳をめぐる時代の変化がある。公職選挙法改正
（2015.6.19 成立、2016.6.19 施行）にともなう 18歳選挙権の実現と、民法改正（2018.6.13 成
立、2022.4.1 施行）にともなう 18歳成人の導入によって、18歳という年齢に注目が集まってい
る。しかし、注目の集まり方は必ずしも期待ばかりではない。18 歳の若者に選挙権と成人とし
ての資格を与えることに対しては、多くの懐疑の目が向けられているのも事実である。この背景
にあるのは、若者の未成熟性に対する不安である。 
 例えば、国立青少年教育振興機構が 2020年９月〜2021 年２月に実施した調査では、他国（米
国・中国・韓国）の高校生との比較から、日本の高校生の社会参加意識の特徴について、「社会
問題を自分の生活に関わることとして捉えているが、政治や社会への参加意欲は低い」と結論づ
けている。ちなみに、同調査では、次のような特徴にも触れている。すなわち、「学校行事やク
ラブ活動への参加意欲は高いが、生徒による自治活動への参加意欲は低い」「学校外の活動の中
では、趣味に関する活動の割合は高いが、米・中・韓と比べれば全般的に低い」「趣味やアルバ
イトへの関心が高いが、政策への意見表明や地域の交流活動への関心が低い」「新聞やニュース
をよく見るが、『エンターテインメント』に関心が高く、『政治』『文化』への関心は低い」「イン
ターネット上で知り合いとのコミュケーションを『よくする』が、社会や政治に関する情報の収
集や発信を『よくする』と回答した割合が低い」というものである。（国立青少年教育振興機構
『高校生の社会参加に関する意識調査報告書－日本・米国・中国・韓国の比較－』2021 年） 
 同様な国際比較調査は官民でさまざまに実施されているが、日本の若者の特徴はいずれの場
合も、「社会参加意識が低い」というものである。このような若者の現状を、先に触れた 18 歳を
巡る変化と関連づけた時に、どのような考えが思い浮かぶだろうか。18 歳の若者の多くが、高
校時代にその年齢を迎えるという事実を直視しなければならない。つまり、学校教育関係者には、
この事態に真摯に対応することが求められる。そして、公民としての資質・能力の育成を目指す
「社会科」「地理歴史科」「公民科」の関係者には、関連する教育課程なり授業づくりなりを振り
返り、「18歳市民力」の育成に向けた何らかの行動を起こすことが求められる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、選挙権年齢と成人年齢の 18歳への引き下げという法律改正の中で、これま
で以上に市民としての役割が期待される 18歳という年齢に着目し、小中学校の教科「社会」と
高等学校の教科「公民」を通して如何にしたら「18 歳市民力」を育成できるかについて、教育
目標・教育内容・教育方法の各側面から体系的にアプローチし、系統的・総合的教育課程編成の
在り方を明らかにすることである。 
 
３．研究の方法 
(1)３年間の取り組みの手続き 
 ３年間に及ぶ本研究は、次のような手続きを経て進められた。なお、当初は別の手順を構想し
ていたが、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響により、当初の計画は大幅な変更を余
儀なくされ、結果として、以下に示すような手続きとなった。 
・手続き１：研究体制の確立と研究目的と方法の共有化（１年目） 
・手続き２：児童生徒への意識調査（２年目）、授業の計画・実践・評価（２〜３年目） 
・手続き３：教師へのインタビュー調査（３年目）、研究成果の確定と発信（３年目） 
 
(2)研究体制の確立 
 本研究は、研究代表者（唐木清志／筑波大学）の他、23 名の研究分担者と４名の研究協力者
をコアメンバーとして、さらにそこに、日本公民教育学会の学会員を中心に、本研究の関心のあ
る社会科及び公民科教育がメンバーとして加わって展開された。新たに加わったメンバーは 60
名余りであり、総勢 80名ほどで、３年間の研究は進められた。 
 具体的な研究体制であるが、まず、「総括研究グループ」が研究を運営し、「理論研究グループ」
と「実践研究グループ」が、それぞれ実動部隊として研究を推進するという枠組みを設計した。
総括研究グループのメンバーは、研究代表者に加えて、理論研究グループと実践研究グループの
中に設けられたサブ研究グループ（及びチーム）の代表者である。なお、理論研究グループのサ
ブ研究グループには、「国内実態調査研究」と「海外比較調査研究」（さらにその下に「北米チー
ム」「欧州チーム」「アジアチーム」の三つのチーム）、そして、実践研究グループのサブ研究グ
ループには、「政治リテラシー」「法リテラシー」「経済リテラシー」「倫理リテラシー」の四つグ
ループが、それぞれ設けられた。 
 三つの研究グループ、すなわち、総括研究グループ・理論研究グループ・実践研究グループは、
相互に連携を図り、それぞれの内部で展開される研究をグループの垣根を超えてその成果を共
有しながら、研究全体が高まっていくということを想定していた。しかし、COVID-19 の影響に
より、この研究計画は変更を余儀せざるをえなくなった。具体的な変更箇所は、理論研究グルー



プと実践研究グループの往還である。当初の計画では、１年目及び２年目に実施される理論研究
の成果を、２年目及び３年目に実施される実践研究に生かすという構図を考えていた。ところが、
理論研究（児童生徒の意識調査と教員へのインタビュー調査）が十分に実施できず、結果として、
２年目及び３年目へと研究の実施年度が後に移行したため、理論研究と実践研究を同時並行的
に実施せざるを得なくなり、十分な往還を図れなくなった。とはいえ、両者の研究は年２回ほど
実施された全体研究会において、その都度研究成果を報告していたので、まったく連動していな
いというわけではない。そして、往還が不十分なものであったとしても、それぞれの研究グルー
プの研究成果は、独立的にも十分に価値のあるものである。 
 
４．研究成果 
(1)理論研究グループと実践研究グループの研究成果 
理論研究グループの研究成果として考えられるのが、「児童生徒の質問紙調査」と「教員の聞
き取り調査」である。 
児童生徒の質問紙調査は、2021年度の８月〜11 月にかけて実施された。COVID-19 の拡大の中
で、実施そのものが危ぶまれたが、結果として、小学校５年生、中学校２年生、高等学校２年生、
合計で 6,000 を超えるサンプルを入手することができた。また、調査結果をまとめ、『小中高生
を対象とした 18歳市民力に関する意識調査報告書』（2022 年）として刊行することができた。 
 教員の聞き取り調査は、2022年の７月〜８月にかけて実施された。当初の予定では、2020 年
度或いは 2021 年度といった研究の初期の段階で実施する予定であったが、質問紙調査と同様に
大幅に遅れ、結果として最終年度に実施することになった。調査数も限らざるを得ず、小学校教
員、中学校教員、高等学校教員、教育委員会職員、合計で 24 名の聞き取り調査に留まった。し
かし、「18歳市民力」に関わる教員の意識を知るには、十分な情報を得られたものと考える。 
実践研究グループの研究成果は、この後で紹介する「資質・能力マップ」と「カリキュラムマ
ップ」の協働的な作成、そして、その結果として生み出された一つ一つの授業実践である。実際
に、授業実施まで辿り着いたものもあるし、授業モデルの開発に留まったものもあるが、３年間
に及んでグループ内で協議を重ねたことそれ自体が、グループ活動に参画したメンバーの社会
科・公民科実践研究のスキルをアップさせたにちがいない。 

 
(2)資質・能力マップとカリキュラムマップの概要 
本研究では、実践研究の成果として、「資質・能力マップ」と「カリキュラムマップ」という
二つのマップを完成させた。二つのマップに関しては、次ページ以降に示す通りである。実践研
究に設けられた四つのグループ、「政治グループ」「法グループ」「経済グループ」「倫理グループ」
のそれぞれの研究において、３年間に及んで試行錯誤が繰り返されて一応の結論に至り、それら
の情報を統合させる形で完成したのが、このマップである。したがって、これらは現時点での一
応の完成形と言えるのであって、今後も修正され続けるものであると考えている。以上の理由か
ら、マップで注目すべきは、マップに示された内容に加えて、枠組みということになる。 
資質・能力マップでは、例えば、政治に関わる 18 歳市民力を「政治リテラシー」と捉えるこ
とにした。こうして、「政治リテラシー」の他に、「法リテラシー」「経済リテラシー」「倫理リテ
ラシー」という四つのリテラシーの枠組みができ上がった。次に、各リテラシーの中に、「知識
及び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の三つの資質・能力を設
け、さらにその三つの資質・能力を、それぞれ二つの資質・能力に分割した。「知識及び技能」
であれば「知識に関すること」と「技能に関すること」、「思考力、判断力、表現力等」であれば
「見方・考え方」と「領域固有な思考・判断・表現」、そして、「学びに向かう力、人間性等」で
あれば「社会参画」「領域固有な学びに向かう力・人間性」といった具合である。さらに、これ
らの資質・能力を「小学校」「中学校」「高等学校」と段階的に示すことによって、小中高の系統
性を表現した。 
カリキュラムマップは、政治・法・経済・倫理の各グループで開発された実践を、小学校・中
学校の校種ごとに、一覧表にまとめたものである。このマップで注目すべきは、「多様性の尊重」
「市民の権利と責任」「人間と環境の調和」「科学技術と社会の発展」「平和で安全な社会」とい
う教育内容の五つのまとまりである。この五つを決定するにあたっても多くの議論が費やされ、
最終的にはこの五つが選択された。この五つは教育内容という枠組みであるとともに、「社会的
な見方・考え方」を想定しながら設定している。こうすることで、小中高の公民教育の間に、教
育内容及び社会的な見方・考え方の系統性を築ける。 
なお、「資質・能力マップ」「カリキュラムマップ」と、実践研究グループにおける協議の上で
開発された単元の間には明確なつながりがある。単元開発者は、二つのマップを念頭におき、単
元開発を進めた。資質・能力マップであれば、実践研究グループで資質・能力マップについての
協議が行われ、単元開発者はその協議に参加してマップの洗練化に努め、各単元の単元目標を確
立した。また、カリキュラムマップであれば、先の五つの教育内容のまとまりのどこに自分の単
元が位置付くかを検討し、それを「カリキュラムマップとの関連性」として開発した単元に明記
した。五つの教育内容との関連が複数にわたる場合には、どこが中核なのかを示した（マップの
網掛け）。このような作業を繰り返し、最終的に、「資質・能力マップ」「カリキュラムマップ」
が完成した。 
 



(3)資質・能力マップとカリキュラムマップの具体的内容 
①資質・能力マップ（ここでは「政治リテラシー」のみを示すことにする。） 

②カリキュラムマップ（ここでは「政治リテラシー」のみを示すことにする。） 

リテラシ
ー 資質・能力（１） 資質・能力（２） 小学校 中学校 高等学校

民主政治
(知識に関
すること)

我が国の民主政治は、日本国憲法の
基本理念である国民主権の考え方と
深く関わっていることを理解すると
ともに、立法、行政、司法の三権が
それぞれの役割を果たしていること
を理解する。

我が国の民主政治は、個人の尊重と
法の支配という考え方を基礎にして
いることを理解するとともに、自ら
が自らを治めるという民主主義の考
え方が国や地方公共団体の政治の仕
組みに反映されていることを理解す
る。 

民主政治の下では、主権者である国
民が政治の在り方に関する最終的な
責任者であることを理解するととも
に、よりよい社会は、憲法の下、我
が国の政治やその制度のあり方を国
民が議論し参画することを通して築
かれることを理解する。 

情報リテラシー　

(技能に関すること
)

マスメディアやソーシャルメディア
が国民生活に大きな影響を及ぼして
いることを理解し、情報の受け手や
送り手としての基礎的な技能を身に
付ける。

マスメディアやソーシャルメディア
が我が国の政治に大きな影響を及ぼ
していることを理解し、情報を適切
に読み解く技能を身に付ける。

マスメディアやソーシャルメディア
が我が国の政治や国際政治に大きな
影響を及ぼしていることを理解し、
情報を適切かつ効果的に収集し、批
判的に読み解き活用する技能を身に
付ける。

政治的な見方・考
え方

(見方・考え方)

社会生活を営む上で大切な法やきま
りの役割や働きについて説明するこ
とができる。

現代社会の見方・考え方の基礎とな
る枠組みとして、対立と合意、効率
と公正などについて理解し、事例に
適用して判断することができる。

人間の尊厳と平等、個人の尊重、民
主主義、法の支配、自由・権利と責
任・義務など、公共的な空間におけ
る基本的原理について理解し、説明
することができる。

公正な社会的判断
力

(領域固有な
思考・判断・表現)

物事の決め方や物の分け方には複数
の基準があることを理解し、事例に
適用して判断することができる。

社会生活における物事の決定の仕方
、契約を通した個人と社会との関係
、きまりの役割について形式的・実
質的側面から考察し、表現すること
ができる。 

各人の意見や利害を公平・公正に調
整することなどを通して、人間の尊
重と平等、協働の利益と社会の安定
性の確保を共に図ることが、公共的
な空間を作る上で必要であることに
ついて理解し、表現することができ
る。

政治参加への意識 
(社会参画
)

政策の内容や計画から実施までの過
程、法令や予算との関わりなどに着
目して、国や地方公共団体の政治の
取組を捉え、国民生活における政治
の働きを考え、表現しようとしてい
る。

国民の権利を守り、社会の秩序を維
持するために、法に基づく公正な裁
判の保障があること、地方自治の基
本的な考え方、について理解しよう
としている。

よりよい社会は、個人が議論に参加
し、意見や利害の対立状況を整理し
て合意を形成することなどを通して
築かれるものであることについて理
解しようとしている。

政治的な諸問題の
解決に取り組む態
度

(領域固有な学びに
向かう力・人間性
） 

身近な生活に関わる諸問題が政治の
働きと深く関連していることを知り
、その解決に向けて、自分にできる
ことを考え議論しようとしている。

日本や世界の諸問題は国家的国際的
な政治と深く関連していることを知
り、その解決に向けて、様々な対応
策を調べその是非を議論しようとし
ている。

日本や世界の政治的な諸問題は、様
々な個人や集団の利害と深く関連し
ていることを知り、その解決に向け
て、様々な対応策を構想し議論しよ
うとしている。

政治
リテラシー

知識及び技能

思考力、判断力、
表現力等

学びに向かう力、
人間性等

多様性の尊重 市民の権利と責任 人間と環境の調和 科学技術と社会の発展 平和で安全な社会

5年 
(情報)「大量の情報を生
かす社会」(神野幸隆)

5年 
(国土)「私たちの暮らし
と森林‐森林環境税の使
い道を考える‐」(神野幸
隆)

5年 
(国土)「森林環境税につ
いて考えよう」(長川智彦 
)

5年 
(国土)「森林環境税につ
いて考えよう」(長川智彦 
)

6年「防災倉庫の活用方法
について考えよう！」(井
上昌善)

6年「防災倉庫の活用方法
について考えよう！」(井
上昌善)

6年「防災倉庫の活用方法
について考えよう！」 
(井上昌善)

3年 
(公民的分野)「区市長に
なろう！(模擬首長選挙、
模擬地方議会)」(仲村秀
樹)

3年 
(公民的分野)「内閣支持
率から世論とマスメディ
アを考える」(大脇和志)

3年 
(公民的分野)「内閣支持
率から世論とマスメディ
アを考える」(大脇和志)

3年 
(公民的分野)「主権者に
求められる政治参加とは 
？」 (井上昌善)

3年（公民的分野）「主権
者に求められる政治参加
とは？」(井上昌善)

1・2年（公共）「地方自
治体は何を優先して支出
すべきか？」(松山陸)

1・2年（公共）「地方自
治体は何を優先して支出
すべきか？」(松山陸)

3年「『ニュースをつくろ
う！』を活用し地方の政
治を公正に判断しよう」( 
杉田孝之・川﨑誠司)

3年「『ニュースをつくろ
う！』を活用し地方の政
治を公正に判断しよう」( 
杉田孝之・川﨑誠司)

3年「高等学校政治教育の
試み―田中角栄と戦後政
治―」 (西尾理)

1・2年（公共）「男女の
政治参加と世論の形成」( 
斉藤雄次)

1・2年（公共）「男女の
政治参加と世論の形成」( 
斉藤雄次)

1・2年（公共）「脱炭素
社会の形成と合意形成」( 
斉藤雄次)

1・2年 
(公共)「脱炭素社会の形
成と合意形成」(斉藤雄次 
)

1・2年(公共)「脱炭素社
会の形成と合意形成」(斉
藤雄次)

3年
(政治・経済)「「地政学 
」を超える国際協調〜グ
ローカルな社会における
平和と安全〜」
(川瀬雅之)3年 

(政治・経済)「30年後か
らバックキャスティング
する 
『持続可能な社会』」 

中学校 

小学校 

高等学校

政治



 
 ここでは紙幅の関係で、「政治リテラシー」のみを示すに留まるが、「法リテラシー」「経済リ
テラシー」「倫理リテラシー」も同様の手続きで、資質・能力マップとカリキュラムマップを完
成させた。さらに、これに加えて、数多くの授業モデルを開発・提示できたことが、本研究に
おける最大の成果と言える。 
 
(4)研究会の開催と社会的発信 
本研究を進めた３年間で、合計で７回の全体研究会を開催した。また、各回の研究会に
先立って、総括研究グループの会議を開催し、研究会の活動をその都度総括しつつ、適宜
軌道修正を図りながら、研究を前進させた。なお、全体研究会も総括研究グループの打ち
合わせも、開催方法はすべてオンライン（Zoom）である。また、この他にも、国内実態
調査研究、海外比較調査研究、実践研究の各グループにおいて、個別に数多くの協議会が
開催された。そのすべてを把握しきれていないが、その多くはオンライン（Zoom）で実
施された。 
第７回全体研究会は、一般公開として開催された。具体的には、午前中に、実践研究グ
ループ別発表会を開催した。各グループのリーダー及びサブリーダーがコーディネートし
ながら発表会は進められ、グループ内で実践者が２名程度、各自の実践内容を発表した。
午後には、公開シンポジウムが開催された。シンポジウムテーマは、「『18歳市民力』を育
成する公民教育の可能性」である。各自の発表後に、登壇者を中心に協議が行われた。オ
ンライン（Zoom）による開催であったが、参加者は合計で 120名程度であった。 
全体研究会、各研究グループの協議、総括研究グループの打ち合わせの他に、二つの報
告書を刊行した。一つ目は、児童生徒への質問し調査の結果をまとめた『小中高生を対象
とした 18歳市民力に関する意識調査報告書』（2022年）である。そして、二つ目は、本
報告書（『18歳市民力を育成する社会科・公民科の系統的・総合的教育課程編成に関する
研究』2023年）である。公開シンポジウムを開催したり、報告書を刊行したり、研究成果
の社会的発信も積極的に行なった。 
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The Challenge of Citizenship Education and Equity Pedagogy in Japan
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 オープンアクセス  国際共著
オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
栗原久 13
 １．著者名

社会的な見方・考え方を働かせる課題探究的学習の指導

教育展望 17-22

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 ４．巻
大澤克美 67-3
 １．著者名

 ２．論文標題  ５．発行年
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〔産業財産権〕

〔その他〕
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326

持続可能な社会に向けての教育カリキュラム

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数
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 １．著者名

 ４．発行年

 ４．発行年

澤井陽介、唐木清志

井田仁康

 ２．出版社

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ３．書名

 ３．書名

小中社会科の授業づくり

 ２．出版社

東洋館出版社

古今書院

 ３．学会等名

 ３．学会等名

異文化間教育学会第42回大会

日本消費者教育学会2021年度関東支部総会（招待講演）

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

川﨑誠司

樋口雅夫

多文化教育の中心課題「公正らしさの学習指導」をどう進めるか－理想理論と「コンプリヘンシブ」概念を手がかりに－

成年年齢引下げ後の高等学校教育課程について－消費者教育推進法を踏まえて－

 ４．発表年
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